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１ 報告 

 

 報告第３号 経営状況の報告について 

【報告内容】 

  次に掲げる法人の令和８年度事業計画及び予算 

 

   １ 豊田市土地開発公社 

   ２ 公益財団法人豊田市学校給食協会 

   ３ 公益財団法人豊田地域医療センター 

   ４ 公益財団法人豊田都市交通研究所 

   ５ 公益財団法人豊田市文化振興財団 

   ６ 公益財団法人豊田市スポーツ協会 

   ７ 一般財団法人豊田市水道サービス協会 

   ８ 公益財団法人豊田市国際交流協会 

   ９ 公益財団法人豊田加茂環境整備公社 

  １０ 豊田市駅東開発株式会社 

  １１ 豊田まちづくり株式会社 

  １２ 株式会社豊田ほっとかん 

  １３ 豊田市駅前開発株式会社 

  １４ 株式会社豊田スタジアム 

  １５ 豊田市駅前通り南開発株式会社 

  １６ 一般社団法人ツーリズムとよた 

  １７ 株式会社どんぐりの里いなぶ 

  １８ 株式会社香恋の里 

  １９ 株式会社三州足助公社 

  ２０ 株式会社旭高原  

【備考】 

  参考資料 １１、１２ページ 

    

-1-



 報告第４号 専決処分の報告について 

【処分内容等】 

  損害賠償額の決定について 

施設の管理瑕疵による物損事故 

専決年月日及び専決番号 事  故  内  容 

令和８年３月３１日 

 

豊専第１１号 

令和７年１０月１０日午後４時３０分

頃、黒田町南水別地内において、相手方

車両が走行していたところ、路面に生じ

ていた穴にタイヤを落としたもの 

損 害 賠 償 額 ２２，５００円 

相 手 方 の 

損 害 の 程 度 
車両左前輪の損傷 

過  失  割  合 豊田市４０％、相手方６０％ 

備     考 

１ 事故発生の原因 

   通過車両による荷重、振動、衝撃等により舗装

が損傷し、路面に複数の穴が生じていたことによ

る。 

  

２ 担当課  都市整備部交通政策課 

  

３ 事故の防止策 

   現場の舗装を修繕するとともに、引き続き施設

の定期点検や市民からの情報提供等により舗装の

損傷箇所の早期発見に努め、修繕作業を迅速に実

施する。 
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２ 承認 

  

承認第１号 専決処分の承認について 

（豊田市市税条例等の一部を改正する条例） 

【要旨】 

  地方税法等の一部改正に伴い、軽自動車税環境性能割を廃止したととも

に、特定再生可能エネルギー発電設備に対して課す固定資産税の課税標準

に係る特例措置を見直したほか、所要の改正を行った。 

   

１ 軽自動車税環境性能割の廃止（令和８年４月１日） 

（１）三輪以上の軽自動車に対し、当該三輪以上の軽自動車の取得者等に課

す環境性能割を廃止する。 

（２）環境性能割の廃止に伴い、現行の軽自動車税種別割の名称を軽自動車

税とする。 

  

２ 特定再生可能エネルギー発電設備に対して課す固定資産税の課税標準に

係る特例措置の見直し 

設 備 
現 行 令和８年４月１日以後 

特例措置の対象 特例割合 特例措置の対象 特例割合 

太 陽 光 発

電 設 備  

1,000kW以上 12分の７ 

グリーンイノベーション

基金補助金のうち、次世

代型太陽電池の開発プロ

ジェクトの支援を受けた

者により製造される次世

代型太陽電池（ペロブス

カイト太陽電池）等 

３分の１ 

1,000kW未満 ２分の１ 

特 定 風 力

発 電 設 備  

20kW以上 ２分の１ 

港湾法の占用の許可を受

けた者が港湾区域内水域

等において設置した設備 

２分の１ 

地球温暖化対策の推進に

関する法律に基づく認定

地域脱炭素化促進事業計

画において整備する旨が

記載された設備 

20kW未満 12分の７ 

農林漁業の健全な発展と

調和のとれた再生可能エ

ネルギー電気の発電の促

進に関する法律に基づく

認定設備整備計画におい

て整備する旨が記載され

た設備 

特 定 バ イ

オ マ ス 発

電 設 備  

1万kW以上2万kW未満 ２分の１ 1万kW以上2万kW未満 

廃止 一般木質・農作物残さ 

かつ1万kW以上2万kW未満 
14分の11 

一般木質・農作物残さ 

かつ1万kW以上2万kW未満 
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３ 肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の所得割の額を免除する特例

措置の適用期限の延長 

現   行 令和８年４月１日以後 

令和９年度まで 令和１２年度まで 

  

４ 軽自動車税の税率を軽減する特例措置（グリーン化特例）の適用期限の

延長 

現   行 令和８年４月１日以後 

電気軽自動車及び天然ガス軽自動

車である三輪以上の軽自動車が令

和４年４月１日から令和８年３月

３１日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合 

電気軽自動車及び天然ガス軽自動車で

ある三輪以上の軽自動車が令和７年４

月１日から令和１０年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合 

  

５ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係

る市民税の所得割の額を軽減する特例措置の適用期限の延長 

現   行 令和８年４月１日以後 

令和８年度まで 令和１１年度まで 

  

６ 固定資産税の減額の規定の適用が受けられる特別特定建築物に係る規定

の整理 

（１）現に引用している用語の整理 

＜現  行＞ 

  

＜令和８年４月１日以後＞ 

 改修実演芸術公演施設 改修特別特定建築物 

（２）（１）の改正に伴い、固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告における申告書の記載事項及び添付書類を整理する。 

  

７ 平成２０年度から平成２８年度までの各年度分の個人の市民税の住宅借

入金等特別税額控除に係る規定の削除（令和８年４月１日） 

居住年が平成１１年から平成１８年までの各年である場合において、平

成２０年度から平成２８年度までの各年度分の個人の市民税から住宅借入

金等特別税額控除額を控除する旨の規定を削除する。 

 

８ 現に引用している地方税法及び地方税法施行令の条項の整理 

＜現 行＞  ＜令和８年４月１日以後＞ 

法附則第５条の４の２第５項  法附則第５条の４第５項 

法附則第１５条第２５項  法附則第１５条第２４項 

法附則第１５条第２８項  法附則第１５条第２７項 

法附則第１５条第３２項  法附則第１５条第３１項 

法附則第１５条第３７項  法附則第１５条第３６項 

法附則第１５条第４０項  法附則第１５条第３９項 

法附則第１５条第４１項  法附則第１５条第４０項 

令附則第１２条第１６項  令附則第１２条第１７項 
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令附則第１２条第１９項  令附則第１２条第２０項 

令附則第１２条第２３項  令附則第１２条第２４項 

令附則第１２条第２４項  令附則第１２条第２５項 

令附則第１２条第３１項  令附則第１２条第３２項 

  

【備考】 

１ 改修実演芸術公演施設 

   主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律第２条第２項に規定す

る実演芸術の公演の用に供する施設であって、かつ、利便性等向上改修

工事が行われた劇場及び演芸場並びに集会場及び公会堂のうち、高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下「高齢者移動

等円滑化法」という。）第１７条第３項第１号に規定する建築物特定施

設の構造及び配置に関する基準（以下「建築物移動等円滑化誘導基準」

という。）に適合するもの 

  

２ 改修特別特定建築物 

   政府の補助を受けて利便性等向上改修工事が行われた特別特定建築物

（高齢者移動等円滑化法第２条第１９号に規定する特別特定建築物をい

う。）であって、高齢者移動等円滑化法第１４条第１項に規定する建築

物移動等円滑化基準又は建築物移動等円滑化誘導基準に適合するもの 

  

【担当課：市民税課、資産税課】 
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 承認第２号 専決処分の承認について 

  （豊田市都市計画税条例の一部を改正する条例） 

【要旨】 

  地方税法の一部改正に伴い、都市計画税の減額の規定の適用が受けられ

る特別特定建築物に係る規定を整理したほか、所要の改正を行った。 

  

１ 都市計画税の減額の規定の適用が受けられる特別特定建築物に係る規定

の整理 

（１）現に引用している用語の整理  

＜現  行＞ 

  

＜令和８年４月１日以後＞ 

 改修実演芸術公演施設 改修特別特定建築物 

（２）（１）の改正に伴い、都市計画税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告における申告書の記載事項及び添付書類を整理する。 

 

２ 現に引用している地方税法の条項の整理 

＜現  行＞  ＜令和８年４月１日以後＞ 

法附則第１５条第９項  法附則第１５条第８項 

法附則第１５条第１３項  法附則第１５条第１２項 

法附則第１５条第１５項

から第１７項まで 
 

法附則第１５条第１４項 

から第１６項まで 

法附則第１５条第１９項  法附則第１５条第１８項 

法附則第１５条第２０項  法附則第１５条第１９項 

法附則第１５条第２４項  法附則第１５条第２３項 

法附則第１５条第２７項  法附則第１５条第２６項 

法附則第１５条第３１項

から第３３項まで 
 

法附則第１５条第３０項 

から第３２項まで 

法附則第１５条第３７項  法附則第１５条第３６項 

法附則第１５条第４１項  法附則第１５条第４０項 

法附則第１５条第４４項  法附則第１５条第４３項 

  

【担当課：資産税課】  
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 承認第３号 専決処分の承認について 

（豊田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例） 

【要旨】 

  地方税法等の一部改正に伴い、国民健康保険税として子ども・子育て支

援納付金課税額を新設したとともに、基礎課税額の課税限度額及び軽減の

対象となる所得の基準の引上げ並びに子ども・子育て支援納付金課税額に

係る減額措置の設定をしたほか、所要の改正を行った。 

  

１ 子ども・子育て支援納付金課税額の新設（令和８年４月１日以後） 

（１）国民健康保険事業納付金の納付に要する費用のうち、県の国民健康保

険に関する特別会計において負担する子ども・子育て支援納付金の納付

に要する費用に充てるため、国民健康保険税として子ども・子育て支援

納付金課税額を新設し、国民健康保険の被保険者である世帯主に対して

課する。 

（２）課税額は、世帯主（国民健康保険の被保険者である資格がない者を除

く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき（４）の表

に掲げる所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額

に、当該世帯に属する１８歳以上被保険者につき算定した１８歳以上被

保険者均等割額を加算した額とする。 

（３）課税限度額は、３万円とする。 

（４）保険税率の設定 

区  分 金  額 

所得割額 

基礎控除後の総所得金額等

に１００分の０．２７を乗

じて算定した金額 

被保険者均等割額  １，１６６円 

１８歳以上被保険者均等割額     ４８円 

世帯別平等割額 

特定世帯及び特定継

続世帯以外の世帯 
７３９円 

特定世帯 ３６９円 

特定継続世帯 ５５４円 

  

２ 基礎課税額の課税限度額の引上げ 

現  行 令和８年４月１日以後 

６６万円 ６７万円 

  

３ 減額措置の対象となる所得の基準の引上げ（令和８年４月１日以後） 

（１）５割減額措置の拡充 

    減額対象となる所得の算定において、被保険者及び特定同一世帯所

属者１人につき乗ずべき金額を３０万５，０００円から３１万円に引

き上げる。 

（２）２割減額措置の拡充 

    減額対象となる所得の算定において、被保険者及び特定同一世帯所属 
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者１人につき乗ずべき金額を５６万円から５７万円に引き上げる。 

  

４ 子ども・子育て支援納付金課税額に係る減額措置の設定（令和８年４月

１日以後） 

（１）被保険者均等割額に対する減額措置の設定 

区    分 減額措置の額 

ア 総所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合には、当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

８１７円 

イ 総所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合には、当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

３１万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義

務者（アを除く。） 

５８３円 

ウ 総所得金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合には、当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき

５７万円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義

務者（ア及びイを除く。） 

２３４円 

 

（２）１８歳以上被保険者均等割額に対する減額措置の設定 

区    分 減額措置の額 

ア （１）アに規定する金額を減額した世帯 ３４円 

イ （１）イに規定する金額を減額した世帯 ２４円 

ウ （１）ウに規定する金額を減額した世帯 １０円 

 

（３）世帯別平等割額に対する減額措置の設定 

区  分 世 帯 区 分 減額措置の額 

ア （１）アに規定す

る金額を減額した世

帯 

特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 
５１８円 

特定世帯 ２５９円 

特定継続世帯 ３８８円 

イ （１）イに規定す

る金額を減額した世

帯 

特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 ３７０円 
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 特定世帯 １８５円 

特定継続世帯 ２７８円 

ウ （１）ウに規定す

る金額を減額した世

帯 

特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 
１４８円 

特定世帯 ７４円 

特定継続世帯 １１１円 

 

（４）未就学児に係る被保険者均等割額に対する減額措置の設定 

区    分 減額措置の額 

ア （１）アに規定する金額を減額した世帯 １７５円 

イ （１）イに規定する金額を減額した世帯 ２９２円 

ウ （１）ウに規定する金額を減額した世帯 ４６６円 

エ アからウまでの世帯以外の世帯 ５８３円 
 

  

（５）出産被保険者に係る減額措置の設定 

    出産被保険者につき算定した子ども・子育て支援納付金課税額のうち

次の（ア）から（ウ）までの額のそれぞれ１２分の１の額に出産被保

険者の出産予定月の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予

定月の翌々月までの期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額

を減額する。 

  （ア）所得割額 

  （イ）被保険者均等割額（（１）の減額をした場合にあっては、その減

額後の被保険者均等割額） 

  （ウ）１８歳以上被保険者均等割額（（２）の減額をした場合にあって

は、その減額後の１８歳以上被保険者均等割額） 

 

（６）１８歳未満被保険者に係る減額措置の設定 

    納税義務者の属する世帯内に１８歳未満被保険者がある場合におけ

る当該納税義務者に対して課する子ども・子育て支援納付金課税額の

被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する１８歳未満被保険

者につき算定した被保険者均等割額に限る。）は、当該被保険者均等

割額から、当該被保険者均等割額に相当する額を減額して得た額とす

る。 

  

５ 現に引用している地方税法施行規則の条項の整理 

＜現  行＞  ＜令和８年４月１日以後＞ 

第２４条の３０の５  第２４条の３０の６ 

  

【備考】 

１ 子ども・子育て支援納付金 

   妊婦支援給付金の支給に要する費用、乳児等支援給付費及び特例乳児等

支援給付費の支給に要する費用、児童手当の支給に要する費用等に充てる 
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ため、令和８年度から毎年度、健康保険者等から徴収する納付金 

   

２ １８歳以上被保険者 

   納税義務者の世帯に属する１８歳に達する日以後の最初の３月３１日

の翌日以後である被保険者 

  

３ 基礎課税額 

   国民健康保険事業納付金の納付に要する費用のうち、県の国民健康保

険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等、介護納付

金、子ども・子育て支援納付金の納付に要する費用に充てる部分を除く

費用に充てるための国民健康保険税の課税額 

  

４ 特定世帯 

   特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であ

って、特定同一世帯所属者が被保険者の資格を喪失した日の前日の属す

る月（以下「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。） 

  

５ 特定継続世帯 

   特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であっ 

て、特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する月 

までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。） 

  

６ 特定同一世帯所属者 

   後期高齢者医療保険の被保険者となったことから被保険者の資格を喪

失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世

帯に属するもの 

  

７ 出産被保険者 

   納税義務者の世帯に属する出産する予定の国民健康保険の被保険者又

は出産した国民健康保険の被保険者 

   

【担当課：国保年金課】 
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３ 参考資料 

 報告第３号「経営状況の報告について」（事業計画及び予算） （単位 千円） 

法   人   名 
上段 予  算  額 

主要事業（令和８年度 ） 
下段 対前年度比較 

１ 豊田市土地開発公社 

 

 

 

【担当課：用地審査課】 

５，６８８，９６３   公有地取得事業費（市道

殿貝津挙母線、挙母保見線

外１路線道路改良事業、名

勝旧龍性院庭園用地取得事

業ほか５事業） 

２２５，３６９ 

 

２ 豊田市学校給食協会 

 

 

 

【担当課：保健給食課】 

２，６６６，３３７ １ 給食用物資調達事業 

２ 平和、中部及び南部給食

センター並びに豊田特別支

援学校の調理に関する事業 

３ 食育推進事業 

△４０，０６２ 

３ 豊田地域医療センター 

 

 

 

 

【担当課：地域包括ケア企画課】 

７，０６４，４８５ １ 病院事業（外来・入院診

療、保健予防、在宅療養支

援等） 

２ 看護師養成事業 

３ 地域医療人材育成センタ

ー事業 

△６８，１４１ 

４ 豊田都市交通研究所 

 

【担当課：交通政策課】 

１２６，３４２   まちと暮らしを支える交

通、交通の安全・安心等に

関する調査研究事業 
１１，３０５ 

５ 豊田市文化振興財団 

 

 

【担当課：文化振興課】 

３，１７４，０８１ １ 芸術文化及び多文化共生

事業 

２ 青少年の健全な育成の推

進事業 

２２４，８９６ 

６ 豊田市スポーツ協会 

 

 

 

【担当課：スポーツ振興課】 

７２２，８４９ １ スポーツ大会・イベント

及びスポーツ教室の実施並

びにスポーツ施設の管理運

営業務 

２ 競技会誘致事業 

３６，０７４ 

７ 豊田市水道サービス協会 

 

 

【担当課：（上下水）総務課】 

４７３，０４６ １ 水道事業に関する調査及

び啓発に関する事業 

２ 水道漏水防止に関する事

業 

２２，３９９ 

８ 豊田市国際交流協会 

 

【担当課：多様性社会共創課】 

６６９ 令和８年７月１日の豊田

市文化振興財団との合併に

向けた必要な手続 
△５７，８０１ 

９ 豊田加茂環境整備公社 

 

【担当課：産業振興課】 

４８６，２１５ １ 廃棄物の最終処分事業 

２ 豊田市緑のリサイクルセ

ンター受託事業 
１４，１７８ 
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      （単位 千円）

法   人   名 
上段 予  算  額 

主要事業（令和８年度 ） 
下段 対前年度比較 

10 豊田市駅東開発株式会社 

【担当課：産業振興課】 

１，１８３，８７０ １ ギャザビル管理事業 

２ 商業床の管理運営事業 ５８，４７０ 

11 豊田まちづくり株式会社 

 

 

 

【担当課：産業振興課】 

３，４４４，４５７ １ 豊田市駅西口市街地再開

発ビル及び中心市街地駐車

場の管理運営事業 

２ 中心市街地まちづくり事

業 

４００，４１５ 

12 株式会社豊田ほっとかん 

 

【担当課：高齢福祉課】 

７５３，５８３ １ 有料老人ホーム事業 

２ 温浴施設じゅわじゅわの

管理運営事業 
６，０９３ 

13 豊田市駅前開発株式会社 

【担当課：産業振興課】 

６５３，３７５ １ 豊田参合館管理事業 

２ 商業床の管理運営事業 ２４，２７７ 

14 株式会社豊田スタジアム 

 

 

 

【担当課：スポーツ振興課】 

１，０８４，４５８ １ 各種イベント開催支援及

び施設の管理運営事業 

２ 広告販売、スーパールー

ムの貸付け並びにレストラ

ン及び直営売店の運営事業 

△９，３９２ 

15 豊田市駅前通り南開発株

式会社 

 

【担当課：産業振興課】 

５５７，８０１ １ コモ・スクエア管理事業 

２ コモ・スクエアの自社所

有床及び運用受託床の管理

運営事業 

１７，３４２ 

16 ツーリズムとよた 

【担当課：シティプロモーション課】 

１２０，３３５   マーケティングに基づく

観光振興事業 ４，３１３ 

17 株式会社どんぐりの里い

なぶ 

【担当課：稲武支所】 

５４７，１７７   豊田市どんぐりの里いな

ぶ関連施設の管理運営事業 ２１，０４７ 

18 株式会社香恋の里 

【担当課：下山支所】 

１４８，６２０   豊田市香恋の里関連施設

の管理運営事業  △１，２３７ 

19 株式会社三州足助公社 

 

 

【担当課：足助支所】 

７７１，９１０ １ 豊田市香嵐渓関連施設の

管理運営事業 

２ 豊田市百年草関連施設の

管理運営事業  

１３，６７８ 

20 株式会社旭高原 

【担当課：旭支所】 

３２９，０００ 豊田市旭高原自然活用村

関連施設の管理運営事業 ６，８００ 
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